政策ニュースレター

中医協の開催報告-月平均夜勤時間72時間以内の要件について審議

政策ニュースレター第73号

「再診料及び外来管理加算」一致せず公益裁定に

中医協第167回総会の開催報告

　中央社会保険医療協議会（中医協）の第167回総会が2月8日、都内ホテルで開かれ、連合からは中島圭子総合政策局長の代理として篠原生活福祉局長が参加した。総会では、平成22年度診療報酬改定における「再診料及び外来管理加算」について審議したが、1号側2号側で一致できず公益裁定となった。

　事務局は、再審議事項となっていた「後発医薬品調剤体制加算等の算定対象となる後発医薬品」の考え方を提示。対象品目についてはリストから除外すること、7月から9月の3ヶ月実績分まで要件の1割以内の変動の範囲で加算の算定を認めるといった経過措置を設けることで確認した。なお、先発品と後発品の価格の逆転については、今後、算定部会で検証していくこととなった。

続いて、一般病棟入院基本料等の評価における、月平均夜勤時間72時間以内の要件について審議。「看護基準に関するアンケート」を提出した2号側西澤委員からは、「7割以上の病院が72時間ルールの要件緩和を求めている。要件を撤廃したいところだが基本料の引き上げで納得したい。ただし、1ヶ月間の算定基準は撤廃できないか。」と発言。

1号側白川委員からは、「現場の苦労は理解するが、算定期間が無制限というわけにはいかない。」と反論。2号側邉見委員は、「無制限はないとしても、人手が足りない。3ヶ月～6ヶ月の幅で検討してはどうか。」と妥協案を提示。事務局が一旦持ち帰り再提案することとなった。

　

「再診料及び外来管理加算」について、この間の宿題事項である「5分要件を撤廃したときの影響額を試算するための資料」が提示された。しかし、試算不可能として確実な数値は示されず、1号側2号側の認識にも乖離があるまま議論が進んだ。

2号側安達委員は、「外来400億円という財源枠が決まった中での議論はおかしい。影響額についても過大な推定はしないでほしい。データがない中で再診料を決められたくない。診療所における再診料は重点課題と同等の意味を持つほど重い。何よりも診療所の71点は現行維持であって増点要求ではない。」と猛抗議。1号側は、「外来管理加算と再診料はセットで考えること。かつ400億円の財源内で議論するべき。」と一貫して主張。

1号側伊藤委員は、「厳しい財源ではあるが夜間や休日、時間外への対応については加算してもいいのではないか。」と診療所への配慮を見せた。しかし、安達委員は、「中間点の66点にプラスαは容認できない。評価していただけるなら現行71点に上乗せしてほしい。」と反論。なお、公益委員の小林委員は、「重点項目を決めたのは医療崩壊を防ぐため。財源が決まっている中で、診療所にとって71点が収益の中でどういう重要性があるかを共有しなければならない。医療崩壊を防ぐためにはどこを見直すかのバランス論で適切に配分していくことが求められる。」と指摘した。

1号側2号側で議論を尽くしたが双方歩み寄りはなく一致は見出せず、公益裁定となった。

政策ニュースレター第72号

医療費「明細書」発行の原則義務化が実現

中医協第166回総会の開催報告

中央社会保険医療協議会（中医協）の第166回総会が2月5日、都内ホテルで開かれ、連合からは中島圭子総合政策局長が参加した。総会では、平成22年度診療報酬改定における個別改定項目の審議を行った。「診療明細書」全患者に無料発行の義務付けが確認された。

　事務局は、ＤＰＣにおける新たな機能評価係数について、検討事項としていた置き換え割合と重みづけを提示。置き換え割合は25％、5つの項目の重みづけは等分で配分することが確認された。平成22年4月から施行され、「地域医療への貢献に係る評価」については、8月から反映されることとなる。続いて、継続審議としていた「後発医薬品の使用促進」について、事務局は、先発医薬品より値段の高い後発医薬品16品目を明らかにしたうえで、①後発医薬品の調剤数量の割合、②6ヶ月間の経過措置、－を再提示。1号側は、「先発品より高い後発品にインセンティブを付けるのは原則論としておかしい。」と指摘。一方、2号側は、「そもそも薬価改定の算定がおかしい。突然のルール変更の提案で困っている。在庫を多く抱えている現場が混乱しないように検討する時間がほしい。」と主張。経過措置期間の妥協案も出されたが、折り合いがつかず再々度の継続審議となった。

　

また、「明細書発行の推進」については、2号側から示された主な懸念事項に対する対応（案）が提示された。1号側白川委員は、「1号側の総意として何年にも亘って明細書の発行は訴え続けてきた。本日、何とか決着させたい。2号側の皆さんに理解を頂き、了解を得たい。今回提示された修正案で一致したい。」と訴えた。2号側渡辺委員から「賛成しかねる」との発言はあったが、その他の2号側委員からは賛成の声が挙がり、「診療明細書の全患者への無料発行の義務付け」は合意に至った。プライバシーの問題や実費徴収を可能とする場合など具体化に向けてはいくつか課題はあるが、勝村委員は、「情報開示の‘力’が発揮できる。医療提供者と患者が一緒になれる。」と発言。連合としても精力的に取り組みをすすめてきた積年の課題が実現した。

　なお、個別改定項目については、「外来」、「技術」を中心に議論を行い、平成22年度診療報酬改定の骨子における重点課題項目と「四つの視点」関連項目は一通りの審議が終了した。今後は、「再診料」と「外来管理加算」の議論と平行して具体的な点数の議論となる。

以　上

